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要約 

 

キーワード：外国人高度人材 留学生 アジア人財資金構想 

 

 我々の研究では、日本における高度人材の受け入れ基盤構築を目的に、高度人材増加に寄与

し得る、外国人留学生の就職を促進する為の望ましい政策を検討する。 

 人口の減少によって、労働力減少による社会保障費負担の増大と需要縮小による経済規模の

縮小が見込まれるとともに、今後もその傾向が続くと予想されている。以上の課題への解決の

糸口として、我々は外国人活用、特に外国人高度人材の受け入れ促進を目的に研究を行った。

しかし、日本政府は外国人高度人材の誘致に成功しておらず、その主因は日本企業において外

国人の受け入れ体制が整っていないことであると各種調査で指摘されている。 

 そこで本稿では、日本企業に対する外国人高度人材受け入れ基盤構築の為、高度人材の卵と

称され、日本文化に理解のある外国人留学生に着目した。彼らの就職を支援することで、日本

企業における外国人雇用の促進が実現されると考える。 

 しかし研究の結果、留学生の就職率は 23.5%(平成 24 年度）と著しく低く、その就職阻害

要因は日本語能力の不足・就職活動情報の不足・キャリアに関する認識のずれに大別される。 

 政府が著しく成果を上げた留学生就職支援政策は、平成 19 年から 平成 24 年まで施行さ

れていた「アジア人財資金構想」である。当時プログラムに参加した学生の就職率は、一般留

学生の 2 倍を誇り、その成功要因はビジネス日本語教育やキャリア教育を適切に行い、企業

ニーズに沿って優秀な学生を輩出した点にある。ところが、参加者数の規模が小さい点・持続

性の低い事業モデルを採択していた点・費用対効果が小さい点等の課題を抱え、事業仕分けに

より 2009 年に事業廃止が決定された。以上の現状から、我々は留学生就職支援の必要性が明

らかにされず、現在彼らを支援する政策が存在しないこと、また彼らの低い就職率に問題意識

を持ち、望ましい留学生就職支援の在り方を探った。 
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 本稿においては、産業連関分析を用いて留学生の就職促進が経済や財政にどのような影響を

与えるかを分析・検証し、就職支援の在り方を考えるにあたって必要となる就職率決定要因を

多変量分析によって特定した。その結果、元留学生の外国人高度人材は経済・財政効果をもた

らし、就職率には産業構造と都市・地方間の距離が有意に影響を与えていることを示した。 

 以上の定量分析と現状分析を踏まえ、留学生の就職支援政策を提言する。就職率向上に成功

していたにも関わらず、事業廃止された旧政策を改善し普及させるため、新政策において、

( 1 )海外拠点拡充モデルの導入( 2 )CFO 職能を導入した三者一体運営( 3 )産官学連携の地

方留学生就職支援体制の構築の 3 点を提言する。 

 以上の政策によって、旧アジア人財資金構想の課題を解決し、更に、持続可能かつ効果が見

込まれる政策運営を実現する。そして、外国人留学生の就職増加によって高度人材の誘致を可

能にする日本社会を築くことを目的とする。 
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はじめに 

近年日本では、外国人の受け入れが注目されている。その背景には、1 人当たり社会保障負

担額の増加、需要の減少、労働力人口の減少による生産量の低下等、人口減少が日本経済に悪

影響をもたらしていることが挙げられる。内閣府 (2012) によると、日本の総人口は 2048 年

に 9,913 万人となり、生産年齢人口は 2060 年に 2013 年の約半分である 4,418 万人となる。

人口減少による悪影響は更に深刻となることが予測され、人口減少下における効果的な経済成

長戦略が早急に求められる。その主な政策として、根本原因である人口減少による労働供給不

足を補うために国内の労働力活用が挙げられる。しかし、人口減少下では国内における人材の

活用のみの補填には限界がある。そのため、併せて海外の労働力も活用しなければならない。 

 海外から人材を呼び込まなければならないという現実がある一方で、外国人単純労働者に対

しては、国民からの否定的な意見が根強く、彼らを政府主導で受け入れることは極めて困難で

ある。そこで本稿は、日本が就労を許可している外国人高度人材 (以下、高度人材) に着目し

た。高度人材とは、高度人材受入推進会議2 (2009) の定義する、専門的・技術的分野の在留

資格を有する外国人を指す。 

 しかし、日本における高度人材の受け入れは進んでおらず、先進諸国の中での受け入れ状況

は最低レベルである。本稿では彼らの受け入れ促進を目的とした留学生活用の妥当性を明らか

にし、彼らの就職支援政策の提言を行う。 

 本稿の構成は次の通りである。第 1 章の問題意識では、人口減少下における高度人材の活

用に着目し、彼らを採用する日本企業に受け入れ態勢が整っていない点を指摘する。第 2 章

の現状分析では、高度人材と留学生の関係性、留学生の現状、就職阻害要因、そして「アジア

人財資金構想」について述べる。第 3 章の先行研究と本稿の貢献では、高度人材の与える日

本経済への影響と、留学生の就職率決定要因に関する先行研究を提示する。第 4 章の分析で

は、留学生の日本での就業による経済・財政効果推定と、留学生の就職率の決定要因について

                                                
2
 平成 20 年 7 月 31 日に内閣官房長官の下に高度人材の受入推進に資する必要な施策の検討を目的として設置された。 
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多変量分析を行う。第 5 章では、第 2 章・第 4 章の分析で得られた結果をもとに、留学生

の就職を促進するためのより良い政策を提言する。 
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第１章 問題意識 

 

 近年、少子高齢化に依る日本国内の人口減少が問題視されており、これに起因して国内経済

の規模の縮小や労働人口の減少を招き、更なる経済状況の悪化が懸念されている。 

 国立社会保障・人口問題研究所 (2012) によると、 2048 年には 9,913 万人と人口は 1 億

人を割ると推計されており、日本の人口は急激に減少していくことが予測される。特に著しい

人口の減少が見られるのは 15 歳から 65 歳未満までの生産年齢人口で、 2050 年には 5,001 

万人まで落ち込むことが計算されている。生産年齢人口減少は労働投入量の減少を示唆し、

GDP 成長率など日本経済に明らかに悪影響を及ぼす。従って、人口減少問題は早急に解決すべ

きである。 

 人口減少問題に対する解決策として、合計特殊出生率の向上や女性の社会進出、高齢者の就

業促進といった国内の労働力活用が挙げられる。しかし、出生率向上政策は労働力人口に寄与

するために少なくとも 20 年かかる。また、女性や高齢者の就業促進によって労働供給を増加

したとしても、人口減少下では国内における人材の活用のみの補填には限界がある。その為、

本稿では労働力人口に短期間で影響を与えうる、外国人の活用に注目する。 

 とりわけ高度人材は、「高度な技術・技能を有し、受入国の標準語でのコミュニケーション

が可能な人材を受け入れることができれば、受入国の経済成長を促進し、自国労働者の社会保

障負担を軽減し、財政安定化にも寄与するなどのよい影響をもたらす」 (萩原・中島, 2014) 

ことが明らかになっている。以上より、海外から高度人材を受け入れることが日本経済を活性

化出来る最も良いアプローチと考えた。 

 「高度人材」には複数の定義があるが、本稿では高度人材受入推進会議3 (2009) が定義す

る「専門的・技術的分野の在留資格を持つ外国人」を高度人材と定義する。図 1-1 において、

本会議は現行の就労可能な在留資格である専門的・技術的分野の在留資格（「技術」「人文知

                                                
3 平成 20 年 7 月 31 日に内閣官房長官の下に高度人材の受入推進に資する必要な施策の検討を目的として設置された。 
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識・国際業務」「企業内転勤」「技能」「教授」「投資・経営」「法律・会計業務」「医療」

「研究」「教育」）を有する外国人を高度人材の対象としている4。この定義に基づく高度人

材は、2013 年 10 月時点で 132,571 人存在する。前年度と比較し約 8,000 人の増加があり、

日本にいる外国人労働者全体 71.8 万人の約 19 %を占めている (厚生労働省, 2014) 。 

 

 

 

図 1 - 1. 在留資格別外国人労働者の割合 

【出所】厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」 (2013) を基に筆者作成 

 

 しかし、大石 (2014) によれば、専門的・技術的分野で働く高度人材の割合は日本の総労働

人口の僅か 0.3%で高度人材の数は依然として少ない。その理由には、企業の受け入れ態勢が

整っていないことが想定される。厚生労働省 (2014) によると高度人材を現在までに受け入れ

たことのない企業が 7 割を占める。 

                                                
4法務省入国管理局管轄で 2012 年 5 月に導入された高度人材ポイント制度 では、「学歴」、「職歴」、「年収」などの項

目ごとにポイントを設け、その合計が一定点数に達した場合に出入国管理上の優遇措置を与えており、「特定活動」の在留

資格の一つとして高度人材の枠が設けられている。高度人材の定義は取り扱いを行う機関やその目的に応じて異なるが、ポ

イント制度が 2012 年に導入されたため、そのデータのストックが少ないことや、就労可能な在留資格で判別することで時代

を遡って統計情報の追跡が可能であることから、我々は高度人材推進会議 (2009) が定義する高度人材を採用する。 尚、俳優、歌

手、ダンサー、スポーツ選手を含む「興行」は項目から外されている。 



ISFJ 政策フォーラム 2014 発表論文 

 

 

10 

 

図 1 - 2. 過去 3 年間の採用実績 (2013年) (n=1338)  

【出所】厚生労働省「企業における高度人材の受入れと活用について」 (2014) を基に 

筆者作成 

 

 採用実績が無い理由のうち、「必要としていない」が 6 割、「社内体制が整っていない」

が 2 割に上り、採用実績のない企業が掲げる採用方針として「特に決まった方針はない」が 

8 割を占める。このように、高度人材受け入れの促進を目指す政府の意思に反して企業の半数

以上が高度人材を必要としていない。 

 企業が高度人材を受け入れていない現状の理由は「日本人社員の語学力不足」 や「受け入

れにかかるコスト」などが挙げられている (内閣府, 2011；井口, 2001) 。以上の理由から、

高度人材受け入れにおいて最も課題として懸念されるのは「外国人受け入れの際に生じる社内

環境の未整備やリスクへの恐れ」にあると考えられる。 

 我々は、労働人口増加の為に高度人材受入が不可欠であるにも関わらず、その受け入れ数が

少ない企業の現状を踏まえ、日本社会における高度人材受け入れの基盤づくりを目的に研究を

行った。とりわけ本稿では、高度人材流入の決定要因5のうち、次章で述べる 3 点の理由から

留学生の就職に着目する。 

                                                
5 内閣府 (2013) は他の流入決定要因について、当該国の一人当たり GDP・距離・実質実効為替レート変化率の差等を挙げ

ている。 
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高度人材の卵として高度人材受け入れへの波及効果を期待される留学生だが、彼らの就職状

況は芳しくない一方で、現在留学生の就職支援を積極的に行う政策は存在しない6。安倍政権

の新成長戦略で年間 2000 人7の高度人材の受け入れを目標と定めているにも関わらず、有効

な施策がとられていない現状のままでは目標達成は困難であると考えられ、留学生就職支援政

策の喫緊性と重要性は極めて高いと考えられる。 

 本稿は、留学生就職支援政策が存在しないこと、またその結果、留学生の就職率が低いこと

に注目する。とりわけ、留学生の就職阻害要因を明らかにするほか、元留学生の高度人材が日

本経済に好影響を与えることを示し、全国的普及を目指した留学生就職支援政策を提案する 

 

                                                
6 「留学生 30 万人計画」の 5 項目は就職支援を掲げているが、具体的な支援策の着手はほとんど出来ておらず、アジア

人財資金構想と比較して十分な支援が出来ているとは言えない。 
7
 2013 年 4 月までの外国人高度人材ポイント制認定者の目標。本稿で定義する高度人材は高度人材受入推進会議 (2009) の

定義する、専門的・技術的分野の在留資格を有する外国人であり数値目標は設けられていないが、本章では高度人材受入問

題の喫緊性を示すためポイント制目標数値を用いる。 
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第 2 章 現状分析 

 

 まず、第 1 節において高度人材を増加させるために留学生の日本での就職が不可欠である

ことを主張し、第 2 節では「高度人材の卵」と評される日本在住の留学生の現状を示し、第 

3 節では留学生の就職状況について考察する。第 4 節では留学生の就職阻害要因、第 5 節で

唯一の留学生就職支援政策であるアジア人財資金構想について述べ、第 6 節では現状分析の

まとめを行う。 

 

第 1節  高度人材と留学生 

 本節では、留学生の就職促進こそが高度人材受け入れ増加を実現する鍵であると主張する。 

 第 1 に高度人材受入推進会議 (2009) は、留学生を「高度人材の卵」と定義している。日

本国内で就職する留学生は、卒業時に留学ビザを就労ビザに切り替えるため、必然的に留学生

の在留資格は、本稿で定義した高度人材と同一になる。また楊 (2014) によれば、「留学生 

30 万人計画8」の狙いは「人口減少に伴う労働力不足に対応するための高度人材の確保にある」

と述べている。従って日本政府も、高度人材の卵と位置づけた留学生を受け入れることによっ

てより多くの高度人材の採用を目指している。 

 第 2 に、留学生は日本企業との親和性が高いため、企業にとって受け入れる際の障壁が低

い。ディスコ (2014) の語学力調査によると、JLPT9 (日本語能力試験) において最高レベル

である「N 1 」を保有している留学生が 86.3%も存在し、中途採用の高度人材以上に日本企業

                                                
8
  前身政策である「留学生 10 万人計画」の終了から 5 年後に開始されたもので、文部科学省ほか関係省庁 (外務省、法務

省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省) が 2020 年までに留学生を新たに 30 万人呼び込むことを目的とし、グローバル

戦略の一環とされている。 
9
 日本語能力試験は日本語を母語としない人の日本語能力を測定し認定する試験である。N１は 5 段階のうち、N１が最も難

しく、複雑な内容を幅広い場面で理解することができるレベルである。 
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に適応出来る可能性がある。加えて、留学先として日本を選んだ動機についても「日本社会に

興味があり、日本で生活したかったため」が 3,443 人 (56.6%) と最も多く、日本文化に興

味・関心があり、高度人材と比較して、日本社会に対する理解が十分に進んでいると考えられ

る。更に、卒業後の進路では「日本での就職希望」との回答が約 7 割、続いて「日本での進

学希望」が 約 4 割に上り、多くの外国人学生が日本でのキャリアを望んでいる。これらの留

学生の特徴を鑑みると、中途採用の高度人材に比較して、留学生は企業側が懸念する課題につ

いて、十分に対応出来ることが期待される。 

 第 3 に、留学生のストック数は将来的な高度人材数と正の相関関係がある。Felbermayr 

and Reczkowski (2012) によると、留学生が 10%増加することによって、( 1 ) 彼らがその国

に就職し、高度人材とみなされる労働者の数が増えること ( 2 ) 留学生の存在に影響され、

その結果 0.9%の高度人材が流入することを分析している。併せて、現在「留学生 30 万人計

画」が実行されている最中であり、今後留学生数はますます増加することが予想されるため、

前述の先行研究に従えば、更なる高度人材を獲得出来る。内閣府 (2013) も、「留学生数の増

減が高度人材招致に大きく影響する可能性がある。また、留学生の多い国には働きに来る者の

数も多いという結果になっており、留学生の増加は、先々の労働者の増加にもつながることが

示唆される」と示している。 

以上の理由から、留学生は高度人材の持つ課題を解決でき、かつ高度人材増加の糸口になり

得ると考えられる。 

 

第 2節 日本における留学生の現状 

  

 本節では、高度人材の卵として定義された留学生の実態把握を目的に、日本学生支援機構の

発表するデータを元に現状を考察する。  
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第 1 項 留学生数の推移 

 図 2 - 1 は、2000 年から 2013 年までの留学生の推移を示している (日本学生支援機構, 

2013)。日本学生支援機構10 (2013) によると、留学生数はほぼ毎年増加していることが読み

取れる。 

 

図 2 - 1. 留学生数の推移 (各年 5 月 1 日現在)  

【出所】日本学生支援機構「平成 25 年度外国人学生在籍状況調査結果」(2014) を基に 

筆者作成 

 

第 2 項 留学生の意識 

 第 2 項では留学生が日本を留学先として選んだ動機、また卒業後の進路について調査する

ことにより、彼らが日本で就職する可能性の有無を確認する11。 

日本を留学先として選んだ動機に関する調査結果によると、「日本社会に興味があり、日本で

生活したかったため」が最も多い回答であり (56.6%）、「日本語・日本文化を勉強したかっ

たため」が 45.1% 、「日本の大学等の教育、研究が魅力的と思ったため」が 32.9%と続く。

                                                
10

 同機構では、大学、短期大学、高等専門学校、専修学校 （専門課程） 、我が国の大学に入学するための準備教育課程を

設置する教育施設及び日本語教育機関における、留学生の在籍状況について調査している。 
11 同機構が行った「平成 25 年度私費留学生実態調査」のアンケート調査では、私費留学生の中から無作為抽出により 

7,000 人に対してアンケートを送付し、6,085 人から有効回答を得ており、「日本留学前の状況」「留学後の日本への印象

等」などの項目について調査が行われている。 
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一方で「日本と関連のある職業に就きたかったため」との回答は他の回答よりも少ない 

(22.1%) 。

 

表 2 – 2. 留学動機に関するアンケート 

【出所】日本学生支援機構「平成 25 年度私費留学生実態調査」(2014) を基に筆者作成 

  

 次に、留学生の卒業後の進路についてのアンケート結果を確認すると、留学を経て日本での

就職を希望する学生が増えていることがわかる。表 3 によると、卒業後の進路として約 7 割

の留学生が「日本において就職希望」と回答しており、続いて「日本において進学希望」が 4 

割となっていることからも、留学生の多くが日本に留まり就職または進学という形で進路を考

えていることが窺える。一方、「出身国において就職・起業希望」と回答した人は 26.4%であ

り、それ以外の項目に関しては 10%前後に留まる12。 

表 2 – 3. 留学生の進路希望 

【出所】日本学生支援機構「平成 25 年度私費留学生実態調査」(2014) を基に筆者作成 

                                                
12 主に、日本での進学・就職と出身国での就職・企業との回答が多くの割合を獲得しているが、設問が複数回答形式のもの

であるため、序列的に意志の強さを図れないことに注意する必要がある。 
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 上記に加え、株式会社ディスコキャリアサーチ (2014) の調査においても、卒業後の進路希

望調査では｢日本において就職希望｣との回答が最も多く (52.2%) 、次いで「日本において進

学希望」であった (49.6%) 13。 

従って、多くの留学生が日本で働く可能性は十分にある。 

 

第 3節 留学生の就職状況 

  

 本節では、第 2 節で判明した就職意欲のある留学生の実際の就職率に加え、彼らの就職活

動実態について述べる。また、企業の留学生に対する採用意欲についても確認する。 

 

第 1 項 留学生の就職状況 

 本項では、留学生の就職率と就職活動の現状を明らかにする。 

 

1 - 1  留学生の就職率 

 独立行政法人日本学生支援機構 (2014) によると、平成 24 年度における留学生の就職率は 

23.5%である。一方、日本人の平成 24 年度における大学等 (大学、短期大学、高等専門学) 

を合わせた日本人の就職率は 94.3％である。前述の通り、卒業後の進路として日本への就職

を希望する留学生が 65%存在する中、実際の就職率は約 3 分の 1 以下と明らかに低く、改善

の余地がある。 

 留学生の就職先を所在地別 (図 2 - 2 ) に見ると、関東地域が 59.9%、関西地域が 12.2%

と大都市圏で 7 割を占めている。 

                                                
13

 このうち「日本において就職希望」と回答した者の就職希望分野は、「海外業務」 1,515 人 (46.8%) が最も 多く、次い

で、「翻訳・通訳」 1,120 人 (34.6%) 、「販売・営業」 906 人 (28.0%) であった。 
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図 2 - 4. 就職先企業等の所在地別構成比 (2011)  

【出所】法務省「平成 23 年における留学生の日本企業等への就職状況について」(2012) を

基に作成 

 

1 - 2 在留許可 (ビザ変更) 数 

 法務省入国管理局 (2013) によると、平成 24 年に留学生が日本企業等への就職を目的とし

て行った在留資格変更許可申請の申請数は 11,698 人 (前年比 2,555 人増) である。そのう

ち許可数は 10,969 人 (前年比 2,383 人増) で、いずれも前年と比べて増加しており、許可

率は 93.8%にのぼった 。以上から、日本企業から内定を得た留学生の在留資格取得率は非常

に高く、ビザ変更上の課題は存在せず、内定獲得までのプロセスに課題があるといえる。 

 

1 - 3 留学生の就職活動実態 

 留学生は、日本の大学生と同様の就職活動を行っており、特に就職活動情報の量がその成功

に大きく影響する。 

ディスコ (2013) が行った 2014 年 3 月卒業予定の留学生 325 名へのアンケートによると、

彼らの志望する就職先企業の規模は「大手企業」 28.3%、「業界トップ企業」 21.8%と大多数

が大企業を志望する。これは「留学生の採用実績のある企業に大手が多いことや、中小企業に
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関して日本人学生以上に知る機会が少ないことなどが要因」(ディスコ, 2013) であると考え

られる。 

 また、留学生が就職活動を進めるための情報源に関するアンケートで、 1 番多いのは「日

本人の友人」 55.1%である。 2 番目に「留学生／国際交流センター」で 49.8%、「就職課 

(キャリアセンター)」も 4 位と上位にきており、大学の支援も必要としている (ディスコ, 

2013) 。 

 パソナグループ (2012) の 「留学生のための合同企業説明会」におけるアンケートによる

と、「日本で就職する上で困っていること」は、「外国人・留学生に関する情報が少ない」が 

最多の 45.4%であり、「日本企業への就職に関する情報が少ない」（22.3 %）との回答もあっ

た。 次いで「就職活動の時期が早く、勉強をしながら就職活動をすることが難しい」、「Ｓ

ＰＩや適性検査など、日本独自の筆記試験が外国人には難しい」 と、日本独特の「就活」に

関する回答が続いた。よって、「留学生が日本の大学生と同じように就職活動を行っており、

情報不足や日本独特の採用ルールが就職活動を難しくしている」 (パソナグループ, 2012) こ

とが分かる。 

表 2 - 5. 日本で就活する上で困っていること (複数回答、n=2909) 

【出所】パソナグループ「留学生の『日本企業への就職』に関するアンケート」(2012) を基

に筆者作成 

 

 地方における留学生の就職活動は、更に困難なものである。末廣（2013）が実施した地方留

学生である栃木県の留学生への実態調査によると、県内大学の半数以上の学生が日本での就職
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を希望し、そのうち約 4 割が栃木県内での就職を希望していることが分かった。彼らは就職

活動の基本情報や採用選考の内容や準備、企業選択の基準など、キャリア形成支援の情報を求

めており、その点において日本人と同様にキャリア教育を提供する必要がある。 

実際に、留学生に対し、多くの企業が日本人学生と異なる付加価値を期待する一方、彼ら自

身が就職活動に活かせると思うものについては、日本語能力 (61.8%) や専門知識 (55%)、日

本の事情についての理解や知識 (39.7%) が多くを占める。母国の言語や母国の事情について

の理解や知識を活かせると考える留学生は少なく、彼ら自身の強みの認識が不足しているので

ある。 

 

  

第 2 項 企業の採用意欲 

 留学生に対して採用を前向きに考えている企業は多い。 

厚生労働省 (2014) によると、企業の留学生に対する採用意欲、採用理由、企業の求める日

本語能力に関して次のことが判明した。採用意欲に関しては、「採用意欲が高い」が 13%、

「日本人学生並」が 39%と、調査対象の中小企業のうち約半数以上が、留学生の採用に前向き

に考えていることが分かった。留学生の採用理由で最も多かったのは「グローバル展開の中心

的役割 (36%)」、次いで「海外拠点の中心的役割 (33%)」と、自社の海外展開を牽引する重要

な役割を担い得る人材を求めていることが分かる。 

 併せて、独立行政法人労働政策研究・研修機構 (2008) は留学生を採用した理由について

「国籍に関係なく優秀な人材を確保するため」が 55.2%、次いで、「職務上、外国語の使用が

必要なため」が 38.8%、「事業の国際化に資するため」が 32.4%との調査結果を提示した。一

方で、採用しなかった理由は「社内の受け入れ体制が整っていないから (コミュニケーション

の問題等) 」が 44.9%で最も多い。しかし、留学生を採用しても、特に問題は生じていないと

回答する企業は 53.8%に至る。更に、今後の採用見通しについては、過去 3 年間で留学生を

採用した企業の 8 割近くが採用を続ける見込みである。そのため、留学生の採用を始める最

初の一歩さえ踏み出せれば、継続的に採用が増加することが予想される。 

 地方においても留学生の需要は存在し、留学生の採用増加が期待される。例として、末廣 

(2013) によると、栃木県内の 7 割の企業は海外展開の予定はなく、 3 割が今後の展開を検
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討中であり、留学生の採用が見込まれる。しかし、海外展開予定のない企業においても、そ

の 3 割は留学生の採用を行う見込みがある。また、栃木における採用経験のある企業の 96%

が「採用見込みあり」と回答している。一方、採用経験のない企業の半数以上が採用しない

理由として「社内の受け入れ態勢が整っていないから」を挙げている。 

 これまでの調査で、留学生・企業双方が就職に前向きであるが、就職率が低いということが

わかった。この現状の具体的な要因として、次節で留学生の就職阻害要因に関して述べる。 

 

第 4節 留学生の就職阻害要因 

 

 これまで行われた調査に基づき、本稿では日本での留学生の就職を阻害する要因を、 ( 1 )

ビジネス日本語能力の不足 ( 2 ) 就職活動情報の不足 ( 3 ) キャリアに関する認識のずれ

の 3 つに集約する。本節にて、各阻害要因の詳細について言及する。 

 

第 1 項 ビジネス日本語能力の不足 

 第 1 に日本語能力である。ディスコ (2013) 等の調査によると、企業は日本語能力を留学

生の採用時に最も重視することがこれまでの研究により、明らかになっている。志甫 (2009) 

によれば、留学生本人は日本語能力が高いと自負しているケースも多いが、日本人社員は留学

生の日本語能力に対して不足感を感じていることも少なくないと指摘する。留学生に関心はあ

るが採用に踏み切れない企業では、何よりも職業レベルの日本語能力への不安が大きいという

ことがわかった。日常会話と就職活動を含めたビジネスシーンで使用する言葉が全く異なる為、

大学在学中にビジネスシーンで使用するビジネス日本語の研修が必要という声がある (経済産

業省, 2011) 。また、留学生にとっても、日本語の習得が就職志望度に大きな影響を与えてい

る。留学生は日本語水準に関しては自己評価の段階が 1 段階上がると、約 1.3 倍の確率で就

職を希望していることが明らかとなっている (志甫, 2009)。 

しかし、留学生が日本で学ぶ一般的な日本語とは別に、働く上で必要になるビジネス日本語

能力の教育を行っている教育機関が少ない。従って、企業・留学生双方から見ても、日本語が
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就職に関して重要であることが分かるが、働く上での日本語の能力が十分でないこと、またそ

の習得機会が与えられていないことが就職の障壁となっている。 

 

第 2 項 就職活動情報の不足 

第 2 に日本の就職活動情報の不足である。日本特有の就職活動に対して留学生は必要な情

報を持っておらず、就職活動に支障をきたしている。 

 留学生の就職に関する共通の問題は、秋に始まる就職活動に乗り遅れることが挙げられてい

る (志甫, 2009)。徳永 (2013) も同様に就職活動の乗り遅れを指摘しており、日本人が就職

活動を開始してから気付く留学生もいるということが判明した。留学生就職支援サポートへの

ヒアリング調査でも留学生の就職に関する知識不足が指摘されており、就職活動に取りかかる

時期が日本人学生に比べて大変後れを取っており、準備不足となってしまう。更に、求人情報

自体を得ることも彼らにとって容易なことではなく、 34.6%が求人情報の入手手段が少ないと

答えた。 

更に、日本独特の採用方式に対しても準備不足を抱えている。SPIなど日本独自の筆記試験

が外国人には難しいと 34.4%の留学生が回答している (徳永, 2013)。しかし、そのためのサ

ポートは一般的に授業以外の時間帯で行われるため、アルバイトや語学勉強で忙しい留学生は

参加することが難しい。 

 留学生は就職活動に必要な能力や情報について満足に得られておらず、彼らへのサポートを

主に行っている大学側も留学生の就職について支援体制を整えていない。この原因として、一

学年に在籍する留学生の人数は、日本人学生数よりも圧倒的に少ないため、その少数派に対す

るサポートに時間と費用をかけようとする大学は少ないことが考えられる。また、情報提供を

行っている大学に関しても、留学生が日常よく通う留学生担当の部署に比べ、就職支援の部署

は敷居が高く、留学生が利用しづらいといった現状がある。このことから、留学生の就職活動

情報の不足に対して有効な手段が打たれていない。 
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第 3 項 キャリアに関する認識のずれ 

 第 3 に企業と留学生のキャリアに関する認識のずれが就職阻害要因の一つとなっている。

一般的に日本企業は、長期雇用を前提として雇用するため、定着率が低いイメージがある外国

人は雇いづらい (JILPT 調査シリーズ, 2013)。年功序列制が浸透している日本では、他国と

比べて昇進が遅く、キャリア志向の高い留学生は離職してしまう現状がある。 

一方で、留学生の定着率が高い企業では、留学生に内々定または内定を出す段階で、長期勤

続の意向を確認しており、採用を円滑に進めることが出来ている (志甫, 2009)。「企業側が

どのような働き方を望んでいるのかを示してほしい」といった留学生からの意見があることか

らも、就職前に日本企業での働き方に関して共通認識を持てているかが課題である。 

 従って、留学生の就職を支援するには、( 1 ) ビジネス日本語能力の不足 ( 2 ) 就職活動

情報の不足 ( 3 ) キャリアに関する認識のずれの 3 大要素を解決する必要がある。これらの

就職阻害要因に対する改善策として、政府が行った政策に関して次節で述べていく。 

 

第 5節 アジア人財資金構想  

 

 本節では、留学生支援政策として成果を挙げたアジア人財資金構想を考察する。 

「アジア人財資金構想」とは、日本とアジア等の架け橋となる外国人留学生の採用から育成、

国内企業への就職まで一貫したサポートを行う初めての留学生支援事業であり、経済産業省と

文部科学省によって平成 19 年から平成 24 年 9 月まで実施された (経済産業省, 2011)。 

 この事業は日本に誘致した優秀な留学生を対象とする「高度専門留学生育成事業」と、既に

国内に留学している留学生を対象とする「高度実践留学生育成事業」の 2 つの事業から構成

される。国内企業への就職を促進させるために大学、NPO法人、地域経済団体等と民間企業が

一体となった産学連携で、留学生の就職率上昇に成功した。本構想では、専門教育プログラム、

ビジネス日本語研修、日本ビジネス研修、インターンシップ、就職支援を行った。本節では、

アジア人財資金構想の概要、成果、成功要因、また課題について述べていく。 
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第 1 項 高度専門留学生育成事業 

高度専門留学生育成事業 (以下、専門事業) は、国内企業への就職を希望する意思をもち、

新たに来日する留学生を対象14とした教育プログラムである。大学・企業群からなる実行主体

が、海外一流大学に学ぶ生徒を独自に採用し国費留学生として迎え、産学連携の実行主体にお

いて前述した産学連携専門教育プログラムを行う。国費留学生への奨学金として 1 人あたり

月 16 万円を給付することで、日本留学の魅力を高め、欧米留学の人気に対抗している。 

  

図 2 - 7. アジア人財資金構想概要 高度専門留学生 

【出所】経済産業省「『アジア人財資金構想』事業結果まとめ」(2013) を基に筆者作成 

  

                                                
14

 具体的には、アジア等の外国籍を有する留学生で、日本の大学 3 年次へ進学予定、または日本の大学院修士課程 1 年、

博士課程 2 年（卒業 2 年前の年次）に進学予定の留学生（在留資格が「留学」であること）を対象とする (経済産業省, 

2013)。 
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第 2 項 高度実践留学生育成事業 

 高度実践留学生育成事業 (以下、実践事業) は、国内企業への就職を希望する意思をもつ、

主に既に日本国内の大学・大学院に在籍している留学生を対象に、地域ごとに大学と企業が主

体となり、前述のプログラム (専門教育プログラムを除く) を実施した。 

 

図 2 - 8. アジア人財資金構想概要 高度実践留学生 

【出所】経済産業省「『アジア人財資金構想』事業結果まとめ」(2013)を基に筆者作成 

 

第 3 項 プログラム概要  

アジア人財資金構想では、留学生の就職率向上のために ( 1 ) 専門教育プログラム ( 2 ) 

ビジネス日本語教育 ( 3 ) インターンシップ ( 4 ) 日本ビジネス教育 ( 5 ) 就職支援が実

施された。 

専門教育プログラムでは、産業界が求める能力やスキル等を共同開発し、留学生が卒業後

すぐに活用できる専門知識を習得する。具体的には、大学の専門講義として、民間企業技術者

による講義や企業現場における実習等を含む実践的な専門教育を行った。  



ISFJ 政策フォーラム 2014 発表論文 

 

 

25 

 ビジネス日本語教育においては、ビジネス面における円滑なコミュニケーション、高度なデ

ィスカッション能力を身につけるために、大学教授や非常勤講師、企業 OB、民間団体を活用

し、 1 クラス 10 人程度の少人数制で研修を実施する。その学習効果を測定するためのツー

ルとして BJTビジネス日本語能力テスト15を使用した (経済産業省, 2011) 。このテストを利

用することで、ビジネスに即した日本語能力やコミュニケーションに必要とされる幅広い情報

処理能力を測定可能にした。 

 また、日本企業へのインターンシップにより、留学生は日本企業独特の慣習を学び、企業は

留学生受け入れの経験を得た。まず、専門コーディネーターが日本の企業と企業風土に関する

授業を留学生に対して行い、日本企業で働く意味を説明した。更にカウンセリングによって各

留学生の日本企業への関心を醸成させ、どのような企業で、どのような内容のインターンシッ

プが可能かについて検討した。同時に、専門コーディネーターはインターンシップ対象企業側

との面談を行い、企業側にとってもメリットのある持続的な事業となるように努めた (CDSA, 

2008) 。 

 日本ビジネス教育においては、日本企業文化に対する理解を促進するため、日本企業の仕事

の進め方、人材育成の考え方・意義等に関するビジネス研修を実施した。 

 そして就職活動の支援として、留学生に対し、就職ガイダンスや企業情報を提供し、就職活

動中にはカウンセリング等を実施した。企業に対しては、留学生受け入れ環境の整備を支援す

るセミナーなどを開催した。 

 以上の 5 つの項目を中心に留学生就職支援プログラムを構成し、実施した。 

 

第 4 項 アジア人財資金構想の成果 

 経済産業省の「事業結果まとめ」(2013) によると、このアジア人財資金構想が実施された 

4 年間に参加した留学生数の累計は 1,959 人、そして特筆すべき成果として、参加留学生の

就職率は約 67%を達成した。 事業別に見ると、専門事業は、平成 19 年度から平成 24 年度

の間、実施され、受け入れた留学生の総数は 602 人、そして日本企業就職率は約 88%(他 3%

進学)であった。実践事業は、平成 19 年度から平成 23 年度の間実施され、留学生の総数は 

1,357 人、そして日本企業就職率は約 58% (他 13%進学) であった。全体の参加留学生就職率

                                                
15受験者が受験時にどの程度の日本語によるビジネス・コミュニケーション能力を持っているかを測る能力テスト。 
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約 67%という結果は、一般留学生の就職率が約 3 割であることを踏まえるとかなり高い数値

であり、留学生の就職率を向上させるという目的で行われたこの事業は成功したと言える。 
 更に、経済産業省 (2011) が具体的な効果を明らかにしている。プログラムによりビジネス

日本語能力テスト J１16以上を取得した学生の約 7 割が内定を獲得しており、政策で行ったビ

ジネス日本語教育が大きく留学生の内定獲得に寄与したことが示された。また、プログラムに

よりインターンシップに参加したことが、内定獲得に有利に働いているという報告もされてお

り、インターンシップを実施した留学生としていない留学生との内定率の差は 10%であること

が分かった。 

 

第 5 項 アジア人財資金構想の成功要因 

 我々は当時の政策実行主体者であり、現在同構想の後身として機能する、一般社団法人留学

生支援ネットワークの責任者にヒアリング調査を行った。その結果、同構想が 67%の就職率と

いう結果を得ることができた要因は、留学受け入れから就職まで一貫した支援を行った点にあ

ることが分かった。特に効果的だったのは、ビジネス日本語教育や、日本独自の就職活動につ

いてのキャリア教育である。これらは本稿で述べた 3 つの就職阻害要因 (ビジネス日本語能

力の不足・就職活動情報の不足・キャリアに関する認識のずれ) 全てに対応する施策であると

いえる。 

 

第 6 項 アジア人財資金構想の課題 

 前項までに述べたとおり、高い結果を残していた本構想であったが、平成 21 年 11 月 27 

日、この事業は行政刷新会議「事業仕分け」によって廃止が決定された。事業仕分けの担当

者は、「政策意図が全く不明であり、既に民間の努力、大学等で実施されていること、予算

が現場に約 33% （講師謝金） しか届いていないこと」などを廃止の理由として挙げている。 

 本稿では、一般社団法人留学生就職支援ネットワークへのヒアリング調査、事業仕分けでの

指摘から、以下の 2 点を当時同構想が抱えていた問題であると特定した。 

                                                
16

 幅広いビジネス場面で日本語による適切なコミュニケーション能力があるとされるレベル 
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 第 1 に過度な学生選抜制度により、参加者数の規模が小さい点である。前述のように 6 年

間のプログラム受け入れ数は約 1,900 人であり、日本の大学に在学する留学生総数 13 万人

に比べ、小規模である事が分かる。このことから、政策効果が非常に限定的である。 

 第 2 に持続性の低い事業モデルである点である。事業仕分けが行われるまでの 3 年間の年

間予算平均は約 33.7 億円で、その内訳の大半は、留学生への奨学金、学生招致費用、人件費

が占めている。専門事業では、事業に参加する国費留学生に対し最大で月に 16 万円を給付し

ており、事業廃止までの 6 年間で参加した学生は約 600 人であることを概算すると奨学金費

用は年間約 1 億円以上と推計される。また留学生を招致する際には、大学教授と企業の人間

が複数回にわたって現地に渡航しており、金銭的・時間的コストが発生している。 

 第 3 に、資金の効果的な運営体制の欠如である。予算の使途に関して、効果的な運営が行

われていることを証明することができず、事業仕分けでその問題性が指摘されている。これは

産官学合同の政策であることから実行主体が複数にわたり、細部における会計責任が明らかに

なっていなかったことが要因と推測される。 

 このように、膨大な事業費用とその費用の大きさを反映しない規模の小ささから、費用対効

果が小さく、政策として持続性が低いと評価されている。更に、事業仕分けにおいて効果的な

資金運営を証明できなかったことで、アジア人財資金構想は廃止されることとなった。 

 

第 6 節 現状分析のまとめ 

 

 本章で明らかになった点は以下の通りである。 

( 1 ) 留学生の低い就職率 

 高度人材の卵である留学生総数はアジア出身者を中心に増加傾向にあり、そのうち 7 割の

学生が日本での就職を希望しているにも関わらず、就職率は 23.5%と極めて低い。その主な原

因として、企業の受け入れ体制が整っていないこと、日本の就職に関する情報の不足等が挙げ

られる。 

 更に、留学生の中でも、特に地方留学生の就職率が低い傾向にある。 

( 2 ) 留学生の就職阻害要因  

 留学生の就職阻害要因は主に、ビジネス日本語能力不足、就職活動情報の不足、キャリアに

関する認識のずれの 3 つに大別される。 
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( 3 ) アジア人財資金構想 

 平成 24 年度まで行われていたアジア人財資金構想プログラム参加者の就職率は 67%と、一

般留学生の約 2 倍の成果を上げている。この結果から、本プログラム内容の ( 1 ) 専門教育

プログラム ( 2 ) ビジネス日本語教育 ( 3 ) インターンシップ ( 4 ) 日本ビジネス教育 

( 5 ) 就職支援は、日本における留学生の就職支援政策として有効であることが推測される。 

 しかし事業仕分けにより同構想は廃止され、現在日本において留学生の就職率を積極的に支

援する政策は存在しない。 
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第 3 章 先行研究と本稿の貢献 

 

 前章まで、高度人材誘致の為の留学生の有意性、彼らの就職状況実態、またアジア人財資金

構想について述べた。本章では、日本における外国人留学生就職支援政策を提案するにあたっ

て、分析の参考となる先行研究を紹介する。そして先行研究に基づきリサーチクエスチョンを

設定し、本稿の独自性を述べる。 

 

第 1 節 先行研究 

 

 本稿を執筆するにあたり、以下の 2 つの論文を先行研究として参考にする。 

 

第 1 項 高度人材受け入れによる経済・財政効果の研究 

「高度人材受入れの経済的効果及び外国人の社会生活環境に関する調査」(日本総合研究所, 

2011)  

 本研究においては、 

①高度人材の受け入れが我が国の経済・財政に及ぼす効果に関する調査、及び諸外国における

高度人材受け入れの経済的効果に分析に係る先行事例の調査 

②外国人の社会生活環境に係る企業ニーズ・外国人の意識や実態に関する調査及び外国人の社

会生活環境の整備に係る諸外国の先進事例の調査 

を行うことにより、高度人材受け入れ施策の検討にあたっての基礎資料を得ることを目的とし

ている。具体的な分析として、高度人材受け入れによる経済・財政への効果を産業連関分析や

各種税収入・社会保険料収入の計算を行って推計している。分析の結果、高度人材の受け入れ

は経済・財政それぞれの観点においてプラスの影響を与えており、特に生産額及び付加価値額
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については、高度人材の人数が少ないにもかかわらず、比較的高い経済効果をあげていること

が述べられている。 

 一方で、( 1 ) 日本人と外国人の労働の質が同じであると仮定して、外国人労働者の特性が

適切に考慮されていない、( 2 ) 技術革新が激しい現代において、産業の構造が 2005 年から

変化していないと仮定している、( 3 ) 高度人材を一定義で捉えそのうちの元留学生の割合等

の背景を明らかにしていない、という 3 点において限界がある。 

  

第 1 項 就職率の決定要因分析に関する先行研究 

「地域の新規高卒労働市場における需給ミスマッチの規定要因」(長谷川，2011) 

長谷川 (2011) は、「地域データを用いて新規高卒労働市場の需給ミスマッチの規定要因及

び、地域労働市場に及ぼす影響を明らかにし、雇用対策の必要性を提言すること」を目的とし

ている。論文中では、まず誘導形方程式で新規高卒者と求人の関係を明らかにし、その後、レ

イヤール・ニッケル・モデルを応用した計量モデルを用いて、県内就職率の決定要因について

の分析を行っている。被説明変数として、全新規高卒者に占める県内就職率と新規高卒就職者

に占める県内就職率の 2 種類を採用し、労働供給要因 (人口構造)、労働需要要因 (産業構造、

パート比率などの要因)、社会的要因 (進学率) が需給ミスマッチをもたらすとの仮説のもと、

説明変数を設定している。 

本稿で長谷川 (2011) のモデルを応用し分析を行う妥当性として、以下の 3 点があげられ

る。1 点目に、就職率の決定要因を分析している点である。長谷川 (2011) は、新規高卒者就

職率の決定要因を計量的に明らかにするモデルを作成しており、留学生の就職率の決定要因分

析においても応用することができる。2 点目に、地域性に着目している点である。高校生の就

職に関して県内と県外を区別している点と留学生の就職に関して日本と出身国を区別している

点が類似しているため、就職状況の性質とその要因を適切に分析できると考えた。更に、 3 

点目として、新規高卒者という労働市場における少数派についての分析を行っている点である。

労働市場において、留学生は未だに圧倒的少数派であり、その支援体制が整っていない。その

ため、新規高卒者と共通する部分があると推測した。 

 

  



ISFJ 政策フォーラム 2014 発表論文 

 

 

31 

第 2 節 リサーチクエスチョンと本稿の貢献 

 

 我々は以上の先行研究と 2 章の現状分析を踏まえ、就職支援のあり方を考えるにあたって

以下のリサーチクエスチョンを設定する。 

 

( 1 ) 外国人留学生を受け入れることによる経済・財政への影響はどれくらいなのか 

現在行われていない留学生の就職支援政策を再び実施するにあたり、その経済・財政への影

響を検証し政策の優位性を吟味する必要があると考えた。また、外国人留学生の就職促進が我

が国において功を奏すためには、就職促進が経済や財政にどのような効果を及ぼすのか分析・

検討した上で、より包括的、効果的な留学生就職促進施策を企画・実施していくことが重要で

ある。 

 

( 2 ) 外国人留学生の就職率決定要因は何なのか 

就職支援を効果的に展開するためにも、外国人留学生の就職率の決定要因を分析する必要が

ある。即ち、先行研究に従って労働供給要因、労働需要要因、社会的要因を掲げ、それぞれが

需給ミスマッチをもたらすとの仮説を設定した。 
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第 4 章 分析 

第 1節 留学生の就業による経済・財政への効果 

 

 本節では、計量分析を行うため、日本総合研究所 (2011) が行った高度人材受け入れの経済

的効果推計の手法を用いて、留学生が日本に就職することでもたらされる経済・財政への効果

の推計を行う。 

 

第 1 項 留学生の日本就業による経済効果推計の前提 

1 – 1  推定の対象と方法 

 本稿では、日本総合研究所 (2011) を参考に、留学生が日本で就職することから期待される

経済効果を産業連関分析で推計する。また、彼らが日本で生活することによる財政への影響を

推計するにあたって財政収入と行政コストをそれぞれ算定する。 

 尚、分析の対象となる留学生は、日本総合研究所 (2011) の高度人材の定義に従い、就労が

許可される在留資格から興行を除いた「外交、公用、教授、芸術、宗教、報道、投資・経営、

法律・会計業務、医療、研究、教育、技術、人文知識・国際業務、企業内転勤、技能実習、特

定活動」の 17 種類のいずれかに在留資格を「留学」から変更した者とする。 

以下、日本で就業した留学生を「元留学生」と呼ぶ。 

  

1 - 2 推計の時点 

 2013 年の時点で、どれ程の留学生が就業しており、どの程度の経済・財政効果17が生じて

いるかを検証する。 

                                                
17

 各種税収入、社会保険料収入などの計算については Appendix 1 を参照。 
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第 2 項 留学生の就業人数、所得の推計  

2 - 1 現状での留学生の産業別、年齢別分布の推計 

 政府が公表している統計データにおいて日本で働く元留学生について追跡調査しているもの

は存在しない。そもそも、全体の人口に占める外国人の割合が低い日本においては、外国人に

ついての詳細な情報が乏しく、統計的な分析をするにあたってこの情報の不十分さが大きな課

題として現れる。今回調査の対象である元留学生も、日本で働く外国人の中でどれくらいの割

合を占めるかを示す統計データは存在しない。従って、分析を進める上で以下の統計処理を行

うことで、元留学生の就業人数・所得を推計する。 

 

( 1 ) 外国人就業者のうち、「元留学生高度人材」の割合を算出 

「平成 25 年における留学生の日本企業等への就職状況について」 (法務省, 2013) 

と「登録外国人統計」 (法務省, 2013) から、 2013 年に日本で就業した外国人の総

数の内の元留学生の割合を算出する。 

( 2 ) 「元留学生高度人材」の年齢階層分布を推計 

「登録外国人統計」 (法務省, 2013) から外国人就業者 (主に仕事) の年齢階層分布

に、( 1 ) で推計された元留学生高度人材の割合を掛け合わせる。 

( 3 ) 「元留学生高度人材」の産業ごとの分布の推計 

「平成 25 年における留学生の日本企業等への就職状況について」(法務省, 2013) よ

り、留学生の業種別許可人員の構成比を、( 2 ) で得た元留学生在留資格者の年齢階

層分布に掛け合わせる。 
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表 4 - 1. 「元留学生高度人材」に相当する在留資格者の産業ごとの 

産業別・年齢別分布 (2013年)」 

【出所】法務省「国籍・地域別 入国外国人の在留資格」(2013)、「平成 25 年における留学

生の日本企業等への就職状況について」(2013)、「登録外国人統計」(2013) を基に 

筆者作成 

 

 2 - 4 留学生の所得の推計 

 「 2 - 1 現状での元留学生高度人材の産業別、年齢別分布の推計」で推計した「元留学生

高度人材」の産業、年齢階層ごとの分布人数得額の推計を行った。所得額の推計には、「平成 

25 年賃金構造基本統計調査」(厚生労働省, 2014) の産業別・年齢階層別の平均賃金を用いた。

賃金水準は、企業規模、学歴の違いによって様々であるため、下図表のような 2 区分(「企業

規模計 (10 人以上) ・大学・大学院卒」、「企業規模 1,000 人以上・大学・大学院卒」)の

それぞれについて推計を行った(以下の分析は、全てこの 2 区分で進める)。 
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表 4 - 2. 「元留学生高度人材」に相当する在留資格者の産業ごとの総所得額 (2013年) 

【出所】厚生労働省「平成 25 年賃金構造基本統計調査」(2014)  

推計方法:前記で推計した産業別・年齢階層別の高度人材の人数分布に、「平成 25 年賃金構

造基本統計調査」(厚生労働省)から算出した産業別・年齢階層別の平均賃金を乗じて、各産業

の総所得額を求めた。 

 

第 3 項 留学生の就業による経済効果 

3 - 1 経済波及効果 (生産影響・付加価値影響) 

ここで、日本で働く元留学生が与える経済波及効果を、産業連関分析18を用いて推計する。

算定にあたっては、既に推計した元留学生の人数と所得をもとに生産額を求め、第一次間接効

果・第二次間接効果をそれぞれ推計する。尚、経済波及効果を測る基準として生産額影響額と

付加価値影響額を用いる。 

 

                                                
18

 産業連関分析には「平成 17 年産業連関表」（総務省）の係数を使用した。平成 17 年のデータを用いるにあたって「産

業構造は変化していない」という仮定をおくが、分析の目的が経済波及効果の規模の計測としているため妥当であると考え

る。 
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表 4 - 3. 「元留学生」による生産影響・付加価値影響額19 

【出所】筆者作成 

 

3 - 2 雇用効果 

 

 雇用効果を推定するにあたっては、「元留学生」の生産影響額を元に、それに必要な雇用人

数を算定することによって推計する。以下、推計結果である。 

                                                
19

 消費額を計算するにあたっては「家計調査報告」 ( 総務省統計局, 2014) における勤労者世帯の平均消費性向 0.737 を用い

た。 
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表 4 - 4. 「元留学生」による雇用影響20 

【出所】筆者作成 

 

第 4 項 留学生の就業による財政への影響 

4 - 1 財政収入 

 ここでは、日本で働く「元留学生」が日本で生活することによる財政収入への影響を推計す

る。推計にあたっては、税収 (所得税、住民税、消費税) および社会保険料収入 (年金保険料、

健康保険料、雇用保険料) の点からその増加分を求める。所得税、住民税に関しては前述で推

計した平均所得を元に課税所得を算定し税率を乗じ、消費税に関しては平均所得に平均消費性

向を乗じたものに課税した。各種社会保険料収入は、推計所得に保険料率を乗じて算出した。 

 

 
表 4 - 5. 「元留学生」が日本で生活することによる財政収入 

【出所】筆者作成 

 

  

                                                
20

 産業別雇用者一人あたり生産額 = 産業別生産額 / 産業別雇用者数 

雇用者影響人数 = (産業別生産影響額 / 産業別雇用者一人あたり生産額) の合計 
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4 - 2 財政支出 

財政支出を推計するにあたって、以下のように、日本で生活するにあたって日本人同様にか

かるコストと、外国人であることで特別にかかるコストをそれぞれ求めた。 

 

 初めに、外国人が日本人と同様に、一市民として必要となるコストを以下のようにまとめた。

推計方法として、平成 23 年の時点でかかっているコストを総人口で除したものを「人口一人

あたりコスト」とし、元留学生の人口を乗じることで総費用を算定した。また、幼児・学生に

かかるコストの推計にあたっては、先行研究と同様に、元留学生人口の 1 割にあたる人数が

「幼児・学生」に該当するとして費用の算出を行った。 

 

 
表 4 - 6. 「元留学生」が一市民として生活していく上で必要な人口一人あたりコスト21 

【出所】総務省「平成 25 年版 (平成 23 年度決算) 地方財政白書」を基に筆者作成 

 

 次に、元留学生が日本で生活するにあたって、外国人として特別にかかるコストを推計する。

尚、外国人向け行政サービスには様々なものがあり、その全容を把握するのが困難であるため、

先行研究で用いられているデータもとに GDPデフレーターで物価調節したもの利用する。 

 ヒアリング調査を行った先行研究に従うと、推計に加えるべきと想定される主なコストとし

ては下記のようなものがあげられる。 

 ・情報提供費用 (相談窓口の運営、情報誌製作など)  

 ・教育支援 (日本語指導、義務教育のサポート)  

 推計の結果、「外国人が一市民として生活していく上で必要となるコスト」と「外国人とし

て生活していくにあたり、特別に必要となるコスト」をまとめると以下のようになる。 

 
表 4 - 7. 「元留学生」受け入れにともなう行政コスト 

【出所】 筆者作成 

                                                
21

 推計方法：「平成 25 年版 ( 平成 23 年度決算 ) 地方財政白書」 ( 総務省編 ) の目的別歳出の状況から該当する費用を把握

し、それぞれ総人口、幼児・学生 ( 0 歳 - 22 歳 ) 人口で除して推計した。 
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4 - 3 財政収入と財政支出の比較 

ここでは、元留学生から得られる財政収入と財政支出の比較を行う。比較にあたって、財政

支出 (「日本人と同様に生じる行政コスト」) の中に年金、雇用保険料給付のための費用が含

まれていないことを考慮し、財政収入から年金、雇用保険料収入を除いたものを比較対象とし

た。 

 

 
表 4 - 8. 財政収入と財政支出の比較の範囲 

【出所】筆者作成  

 

 
表 4 - ９. 財政収入と財政支出の比較 

【出所】 筆者作成 
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 尚、財政収入と財政支出を比較すると以下の図表のようにまとめることができる。 

 
 

表 4 - 10. 留学生受け入れに伴う財政収支 

【出所】筆者作成 

 

 分析の結果をまとめると以下のようになる。 

 

経済効果 

● 元留学生が日本で就業することで与える日本経済への影響は、生産額で「3 兆 9,107 億

円から 4 兆 1,254 億円」、付加価値額で「1 兆 2,677 億円から 1 兆 3,574 億円」と

推計された。 

● 元留学生の生産活動による雇用影響人数は、「約 16 万人から約 17 万人」であると推計

された。 

 

財政効果 

● 元留学生の受け入れによる財政収入の増加効果は、税収額が「362 億円から 462 億

円」、社会保険料収入額が「575 億円から 624 億円」であると推計された。 

● 元留学生の受け入れによる行政コストは「390 億円」と推計された。 

● 財政支出と行政コストを比較すると「318 億円から 389 億円」の黒字になると推計され

た。 
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第 2節 留学生就職率の決定要因 

第 1 項  計量モデル 

 本章では、先行研究の長谷川 (2011) を基に計量モデルを設計し、これまでの現状分析を踏

まえ変数を調整した上で、外国人留学生の就職率決定要因を明らかにする。2008 年から 2011 

年までの地方データをパネルデータとしてまとめ、最小二乗法による多変量分析により、計量

方程式を推定することとする。 

 

第 2 項 計量モデルの概要 

𝑌𝑖 = 𝛼 + 𝑎1𝑋1 + 𝑎2𝑋2 + 𝑎3𝑋3 + 𝑎4𝑋4 + 𝑎5𝑋5 + 𝑎6𝑋6 + 𝑎7𝑋7 + 𝑎8𝑋8 + 𝑎9𝑋9 + 𝑎10𝐷10 + 𝑎11𝐷11 + 𝑢 

(i = 1または 2) (ただし𝑢は残差項) 

 分析に用いたデータは以下のとおりである。 

非説明変数 

Y1：卒業留学生における就職率 (日本学生支援機構「外国人留学生進路状況・学位授与状況調

査」) 

Y2：卒業後進路で就職を選択した留学生のうち日本を選択した割合 (日本学生支援機構「外国

人留学生進路状況・学位授与状況調査」) 

説明変数 

X1：雇用者報酬 (内閣府「県民経済計算」) 

X2：外国人労働者比率 (法務省「出入国管理統計表」、総務省統計局「労働力調査」) 

X3：第 1 次産業比率 (内閣府「県民経済計算」) 

X4：第 2 次産業比率 (内閣府「県民経済計算」)  

X5：第 3 次産業比率 (内閣府「県民経済計算」) 

X6：中小企業比率 (内閣府「県民経済計算」) 

X7：外国人留学生比率 (内閣府「県民経済計算」) 

X8：有効求人倍率 (厚生労働省「一般職業紹介状況」) 

X9：都道府県別大学平均偏差値 

D10：都市・地方間距離ダミー22 

D11：少人数ダミー23 

  

                                                
22

 東京都庁と各都道府県庁の距離を示す。 
23

 各都道府県における留学生数 100 人以上の大学数。 
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第 3 項 計量分析の結果 

 

 
 

(注)***は 1%水準で有意、**は 5%水準で有意、*は 10%水準で有意であることを示す。 

【出所】筆者作成 

 

 卒業留学生における就職率と、卒業後進路で就職を選択した留学生のうち日本を選択した割

合を非説明変数として、多変量分析を行った結果は以下のようにまとめられる。 

・ 第 1 に、雇用者報酬が高い地域において留学生の就職率が低下しているため、競争率が

高い地域において留学生の就職が困難であるということが分かる。 

・ 第 2 に外国人労働者比率が高い地域において就職率が高まっていることから、そのよう

な地域において留学生を受け入れる体制が整っていると考えられる。即ち、就職率を上げ

るためには政府が積極的に施策を行うことで体制を整える必要性があると言うことができ

る。 
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・ 第 3 に、第 1 次産業比率が高い地域において就職率が低い地域において留学生の就職率

が低く回帰係数が低いことから、そのような地域において留学生の就職希望度が低くなる

ことが分かる、第 2 ・ 3  次産業比率が高い地域において就職率が上昇していることか

ら、留学生の語学力や専門性が活かせる産業において需要と供給のマッチングがうまく機

能することが予測される。 

・ 第 4 に、有効求人倍率が高い地域において就職率が低下した。即ち、労働需要が存在す

る場合でもマッチングを改善しない限り就職率を上げることができない。 

・ 第 5 に、都市・地域間の距離が大きくなることで就職率が低下することから、地方の大

学に在籍する留学生に対して企業とのマッチングを促す支援策を提供する必要性がある。 

 

第 4 項 政策インプリケーション 

 以上の結果から、新卒留学生の就職活動における問題点と就職支援のあり方を推察すること

ができる。 

 

 有効求人倍率が有意に影響を与えていないことから、企業からの労働需要が就職率に

反映されていないことがわかる。従って、留学生の就職率を上げるために積極的にマ

ッチングを図る必要がある。 

 第 2, 3 次産業比率が高い地域において就職率が高まることがわかった。即ち、第 

2, 3 次産業比率が高い地域において、企業と学生の労働市場におけるマッチングを

実施することか就職状況改善に効果的に働くことがわかった。 

 都市・地方間の距離が就職率に有意に影響を与えており、地理的要因が地方の留学生

に不利に働いていることがわかった。これは、企業の説明会や選考が都市圏を中心に

行われ地方の学生にとって交通の便や金銭的に不利であることに起因する。即ち、留

学生の就職支援の方策として、留学生の都市へのアクセスを容易にする、もしくは、

地方において就職支援体制を充実させることが求められる。 
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第 5 章 政策提言 

 

 本章では分析で得た政策インプリケーションと、留学生就職支援政策の唯一の成功例である

アジア人財資金構想の枠組みに基づき、当時の課題を克服した新しい政策を 3つ提案する。ま

ず、定性分析より明らかになったアジア人財資金構想の費用対効果の小さな運営、適切な資金

運営責任の欠如を克服するため、「海外拠点拡充モデルの導入」と「CFO職能を導入した運営

主体」を提言する。また、定量分析の結果、都市・地方間の距離と産業形態が就職状況に有為

な影響を与えていることを考慮し、「産官学連携の地方留学生支援体制」を提言する。 

尚、我々の政策提言の目的は、高度人材増加の基盤づくりを目的とした立場に依拠した、留

学生就職支援であり、元留学生の高度人材を増加させることにより外国人高度人材が日本にお

いて増加する基盤をつくることとする。その結果、外国人高度人材が労働供給の増加とダイバ

ーシティの促進をもたらし日本経済が活性化されることを狙う。 

 我々の政策提言は以下の通りである。 

 

1. 旧アジア人財資金構想が事業廃止になった要因は、モデル事業化を目的とした運営がもた

らした費用対効果の小さい運営方法である。我々は、従来よりも簡素な事業モデルの導入

によりアジア人財資金構想の支出を削減し、効率的で持続可能な政策運営を提言する。具

体的には、海外拠点拡充によりコスト削減を図る。 

 

2. 費用対効果の向上を達成するためには、資金の運営責任を明らかにし、効率的な運営のイ

ンセンティブを図る必要がある。そのため、本政策は、米国 CFO モデルを参考に留学生支

援ネットワークが CFO 職能を担う前提で留学生支援ネットワーク、文部科学省、経済産業

省が連携し実行することとする。 

 

3. 留学生の中で著しく就職課題を抱え、民間の支援が届きにくいのは地方留学生であり、彼
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らには通常の阻害要因に加え距離と地域産業形態が影響する。そこで我々は地方留学生就

職率上昇のために上記要因解決を目指し、地方において地域留学生支援会議を結成し産・

官・学合同地方留学生支援体制を提言する。 

 

以上が我々の政策提言である。 

 

第 1節 政策提言の概要 

 

第 1 項 効率的な採用体制を目指す海外拠点拡充モデル 

 現状分析において、アジア人財資金構想の費用対効果が小さい点について言及した。しかし、

留学生の日本就業が日本経済に与える影響を鑑みると、同政策を行う意義は大きい。そこで、

我々が考える新しい事業モデル (以下、海外拠点拡充モデル) では、アジア人財資金構想のプ

ログラム内容を変更することなく、効率的で持続可能な政策運営体制を構築する。具体的には、

留学情報提供海外拠点の機能拡充を図り、留学生の募集、選抜等の運営を現地で行う事業モデ

ルへ改革する。これにより、アジア人財資金構想の成功要因に悪影響を及ぼすことなく、費用

軽減が可能となる。 

 旧アジア人財資金構想施行当時、採用のために日本から大学教職員や企業が直接現地へ何度

も赴いていた。一度の渡航には渡航費の他、滞在費や食費、交際費なども含まれ、かつ何度も

渡航することにより莫大な支出となっていたことが推測される。 

 しかし、他国の留学生招聘組織では、海外に拠点を置いて留学生を採用する運営体制が確立

されている例が多い。このことから、留学生招致の為の海外渡航費用は、施行当時より低コス

トかつ効率的な政策運営を行うために、削減の必要性がある。 

 故に、我々は効果的な留学生採用体制構築を目標に、留学情報提供海外拠点数の増加と現地

への採用機能移転を行い、以下の図が示す事業モデルへと改革する。 
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図 5 - 1. 旧アジア人財資金構想の事業モデルと新海外拠点拡充モデルの比較イメージ 

【出所】筆者作成 

 

 上記に示す通り、ヒアリングによると旧アジア人財資金構想施行当時のモデルでは採用担当

の大学教職員が採用プロセスのほぼ全てを担うため、何度も直接現地へ渡航し、非効率な採用

体制になっている。 

 旧モデルに対し、海外拠点拡充モデルでは日本学生支援機構が展開する留学促進資料公開拠

点に人員配置や適切な指導を行い、留学情報提供海外拠点24へと改革し、 22 カ国 55 拠点へ

増加させる。当拠点は留学生の募集のための広報活動、学生との交渉、採用決定までの一貫し

たプロセスの機能を持つ。この機能移転により教授の海外訪問回数を減少させ、支出の削減を

図る。 

 我々が提言する海外拠点拡充モデルは、実際には既に他国政策で推進され活用されている。

堀江 (2010) によれば、日本の留学情報提供海外拠点の現状を他国と比較すると、その数は他

国と極端に少ない上、役割も非常に限定的なものである。留学生招致に比較的成功しているア

メリカ、イギリス、ドイツ、フランスの情報機関はそれぞれ数十から数百カ所に及ぶ海外拠点

を持ち、留学生招致に直接貢献している25。その機能は留学情報提供のみならず、現地政府や

                                                
24同機構が運営する日本国際教育交流情報センターと同等の機能に加え、採用までを一貫して行う。 
25

 アメリカのＥｄｕｃａｔｉｏｎUSA，イギリスの British Council, ドイツの DAAD, フランスの CampusFrance は、それぞれ数十、数百カ所の

海外拠点を持つ。 
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他機関との連携、留学支援に関する情報の収集と蓄積等多岐に渉る。本稿の提言における海外

拠点拡充モデルでは、上記に準えて採用機能を現地へ移転することで更なる効率化とコスト削

減を狙う。 

  

 

第 2 項 CFO 職能の導入による三者一体運営 

 事業仕分けは、政府部門の非効率な政策運営の実態を明らかにした。その要因には、公的政

策の財務・会計責任の所在が明らかになっていなかったこと、また予算を効率的に使うこと以

上に、予算を最大限に使うことにインセンティブがある日本独特の政策運営の考え方がある。

現状分析で述べたこれらが引き起こす費用対効果が小さく、かつ明らかになっていない点の根

本的解決を目指し、我々は CFO 職能の導入により財務・会計責任 (以下、アカウンタビリテ

ィ) を果たし、政策の効率的運営を目指す運営主体を提言する。 

 公共調達における CFO モデルを中心に政府部門の効率化を研究してきたものには、田中・藤

野 (2012) がある。Appendix 2 で記述する通り、施策管理者が主体的にアカウンタビリティ

を果たす運営体制は、これからの効率的な政策運営に不可欠になるだろう。そこで我々は、

CFO 機能を持つ留学生支援ネットワークと、経済産業省・文部科学省との三者一体の運営体制

を提言する。具体的には、留学生支援ネットワークが米国 CFO モデルにおける CFO と監査官の

役割を担い、以下の職能を果たす。 

(1) 本留学生就職支援政策の財務管理システムの構築 

(2) 経済産業省と文部科学省が行なう政策活動の監督 

(3) 経済産業省と文部科学省の業績レビューに基づいた修正提案 

(4) 経済産業省と文部科学省の長官への報告 

また、評価システムには米国の政府業績評価法 （GPRA） の業績管理フレームワークを参考

にする。本システムでは戦略計画・業績計画・業績報告の 3 つの項目を評価し、政策実行者

の経済産業省と文部科学省を監督する。以上により、アカウンタビリティにおける施策管理者

から省庁トップへの説明責任段階のシステムを構築し、より効率的な予算運営を図る。 
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第 3 項 産官学連携の地方留学生就職支援体制 

 本稿の分析において地域間でみた留学生の就職率決定要因として、首都との距離が有意に影

響を与えていた。本政策では、留学生支援ネットワークがリーダーシップをとり、地域単位で

教育・産業・行政を巻き込む「地域留学生支援会議」を発足させる。 

また、地域の産業構造形態が就職率決定要因となっているため、各地域の産業構造を配慮し

て政策展開を考えなければならない。分析からは、第 2 次産業割合もしくは第 3 次産業割合

が高い地域では、効果的に就職率を上げられる可能性があることができることが分かった。そ

のため、政策を進める際は、第 2 次産業割合もしくは第 3 次産業割合の高い地域から政策を

普及させていく。 

 

1 – 1. 地域留学生支援会議の意義 

 第 4 章で行った地方データ解析による多変量分析において、留学生の就職決定要因は首都

地方間距離と産業構造形態であると判明した。この結果が示す政策インプリケーションについ

て詳細を記述する。 

 地方留学生にとって首都圏までの距離が遠いことが、就職率に負の影響があることが明らか

になった。そこで考え得る解決策は、地方留学生の首都へのアクセスを容易にする施策、又は

地方での留学生と現地企業との適切なマッチング機会を提供することで地方における就職活動

環境を改善する施策である。本提言では、地方企業に留学生への需要があるにも関わらず、採

用ノウハウがないために留学生を採用できていない、または活用出来ていないという現状を踏

まえ、後者の施策を採択した。 

 地方において未だ前例の少ない外国人留学生の採用を推進するにあたり、企業は多くの困難

やリスクを抱えることが予測される。そのため、地域をまとめるリーダーシップ組織を発足さ

せることでより産業界を巻き込みやすい環境を作ることは、留学生採用促進に大きな役割を果

たすことが期待される。これにより、大学が主となり企業と連携体制を結んでいた従来の体制

を続行した場合に比べ、スムーズに政策が導入されていくことが考えられる。以下の図は従来

と本政策での体制の違いを表したものである。 
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図 5 - 2. 従来 (左) と本政策 (右) における連携体制 

【出所】筆者作成 

 

1 - 2. プログラムの詳細 

地域留学生支援会議は、留学生支援ネットワークを中心に、地域ごとに設置される留学生支

援のリーダーシップを執る組織である。本組織は地域企業の代表・自治体・地域大学代表から

構成されており、地域企業の活性化・グローバル化と留学生就職率上昇を目的に活動する。 

 産業界では、会議参加企業を中心に、グローバル化や雇用拡大を目指す地域企業でネットワ

ークを形成する。また留学生活用事例を拡大し、留学生採用に踏み切れない企業へ採用のメリ

ットを周知する。現状分析において、留学生に対し企業ニーズがあるにも関わらず、企業が採

用ノウハウを持っていないことや、どのように活用していくべきか分からないことがアンケー

ト結果から見られた。従って、企業ネットワークを形成し、ネットワーク内で留学生の採用ノ

ウハウや活用事例を共有することで、より効率的に留学生採用に関する情報を地域企業が容易

に得ることを目指す。 

 行政では、就職活動においての留学生の実態把握等を目的に各地域の政策実行主体からデー

タを収集し管理する。政府主導で留学生の就職支援及びビジネス日本語教育を行う上で、今後
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の自立化を見据えたノウハウ蓄積は不可欠である。また、現在政府が行っている高度人材誘致

の政策である 

 大学では、留学生支援ネットワークと連携し、キャリア科目の充実化、キャリアカウンセリ

ング等個別相談の機会提供の 2 点を実施する。キャリア科目では、留学生に彼ら固有の強み

の認知や、キャリア観形成を促進し、目的意識が薄い地方留学生の就職活動準備を行う。キャ

リアカウンセリングは、留学生が必要な時に日本での生活から就職まで相談出来る機会を提供

する。併せて、企業の紹介や採用情報の公開、卒業生の紹介などで就職支援を行うことで、留

学生と企業のマッチング機会の創出を狙う。人間関係の構築に就職成功が依存する地方におい

て、全ての留学生に就職に関する相談の機会を設けることは非常に意義があると考える。 

 また、採用・不採用に関わらず、このモデルは 3 者それぞれに大きなメリットをもたらす。

産業界は、採用に至らなくともインターンシップを通じ外国人雇用・採用のノウハウを蓄積し、

海外事業展開も見据えた企業の国際化・グローバル化を目指す一助となる。大学では採用実績

を基に留学生招聘数を増加させることで収入の増加にも繋がる。産業界・大学のグローバル化

に併せ、行政が蓄積した外国人雇用に関する情報は、地域における高度人材受け入れ基盤を強

固に構築することが出来るであろう。 

 

図 5 - 3. 産官学連携による高度人材受け入れ基盤構築促進の効果 

【出所】 筆者作成 
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1 - 3. プログラムの実施地域 

 地方重点支援政策を普及させる際、産業構造を反映させることで、より効率的に効果を生む

ことができる。そのため、第 2 次産業割合もしくは第 3 次産業割合が高い地域を中心に、こ

の政策を実施していく。具体的には、以下の地域である。 

 

表 5 – 1 ．各産業別割合の高い都道府県 

【出所】「県民経済計算」平成 23 年度データより筆者作成 

 

図 5 - 3．第 2 次産業割合の高い地域 (左)第 3 次産業割合の高い地域 (右) 

【出所】筆者作成 
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第 2節 政策の評価 

  

 本節では、我々の政策提言を実現可能性・費用便益・反証可能性・解決性の観点から評価す

る。 

 本提言は、旧アジア人財資金構想の運用実績から着想を得ている。「アジア人財資金構想議

事録」 (2013) によると、2011 年の構想段階からわずか 1 年で実現され、成果を挙げた。本

提言はそのフレームワークを用い、かつアジア人財資金構想の課題を克服するために、留学生

支援ネットワークへのヒアリングを重ねた上で検討された内容であるため、実現可能性は非常

に高いと考える。 

 初めに提言した海外拠点拡充モデルは、日本学生支援機構が運営する日本国際教育交流情報

センター、日本留学促進資料公開拠点と協力し、現地で留学生募集から採用までをサポートす

る。同機構へのヒアリングによると、国費・私費に関わらず現地学生へ日本への留学促進を図

っている他、アジア人財資金構想運営時にも同プログラムの紹介を行っていたため、親和性は

十分にあり、実現可能性が高い。 

 経済産業省 (2014) は、アジア人財資金構想の事業費を約 25 億円と明記している。本提言

では持続可能かつ効率的な運営を目指し、海外拠点拡充モデルを採択することでその費用を抑

えている。更に、CFO 職能を設け、費用便益を高める効率的運営を試みている。それでも、留

学生総数の増加につれて政府支出は増大するが、第 4 章で示した通り留学生の日本での就職

が経済や財政にプラスの効果をもたらす為、留学生の就職率改善により最終的に費用は回収さ

れることが予測される。 

 本提言に対し、想定し得る反論について次のような点が考えられる。留学生の就職率増加に

よって日本人の雇用が失われるのではないかとの懸念は未だ多く存在する。昨今、徐々に学生

の売り手市場になってはいるものの、日本人学生でも就職できずに卒業するケースは多い。し

かし、第 4 章の分析結果より、元留学生 47 万人の高度人材の経済活動によって 16 万人分

の雇用が創出されている。加えて、現在有効求人倍率は 1 以上を示しており、かつ近年改善

傾向にあることから、日本人以外を雇用する余力は十分にあり、留学生の就職を支援すること

は妥当であると考えられる。 
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 また同様の懸念点として、地方留学生重点支援政策について、日本人の地方学生就職率も首

都圏と比較して低い現状がある中26、留学生を支援する意義が問われる。しかし、日本人学生

が首都圏へ流出する傾向のある地方において、人材の確保は首都圏よりも困難かつ重要であり、

留学生採用の促進は人材不足の対策になり得る。留学生の採用は、地方経済の活性化の一助と

なるであろう。 

 以上を踏まえ、考慮すべき点は様々あるものの、我々が提案する政策は、従来の 2 倍の 

67%の就職率という高い成果を挙げていた「アジア人財資金構想」のスキームを用い、それを

全国へ普及させるため運営体制の効率化を図っており、実現可能性が高い。結果的には、全国

的に留学生の就職率向上をもたらすため、日本における外国人受け入れの基盤構築に大きく貢

献することが期待される。 

  

                                                
26

 北海道・東北地区 92.8%, 関 東 地 区 96.4%, 中 部 地 区 95.4%,近 畿 地 区 93.8%, 中 国・四国地区 92.8%,九 州 地 区 

90.8% 
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おわりに 今後の展望と課題 

 

 本稿では、日本経済における深刻な労働供給減少の解決策として外国人高度人材の受け入れ

に着目し、その為の高度人材受け入れ基盤構築に向け、留学生の就職促進を目的に研究を進め

た。 

 政策提言において、平成 25 年 3 月まで行われていたアジア人財資金構想を基に ( 1 ) 海

外拠点拡充モデルの導入 ( 2 ) CFO職能を導入した三者一体運営 ( 3 ) 産官学連携の地方留

学生就職支援体制構築を行う政策を提言した。 

我々の政策を推進するにあたり複数の課題が挙げられる。第 1 に、初期投資の必要性であ

る。海外拠点拡充によって発生する新たな人件費や産官学連携の実行主体結成時の運営費など

にコストがかかるため、施行開始時に一定の初期投資が必要である。 

第 2 に、持続可能な効率運営を目的とした CFO 職能は米国 CFO モデルを参考にしているが、

現時点では制度上同国同様の効果を発揮することは出来ない。本来、米国において CFO職能は

一省庁のみではなく全省庁で設置し、各省庁が統一された管理局に報告を行い、透明化を図っ

ている。更に会計制度や評価制度等の法律を整備する必要もあり、実際に米国のように市民に

対してアカウンタビリティを果たす制度を確立するには長い年月がかかると見られる。ただし、

今後効率的な政策運営を行うにあたって CFO職能は必ず不可欠な役割となるであろう。また、

本政策を CFO導入におけるモデル事業とし、全面導入の第一歩となれば望ましい。  

 第 3 に、本政策では留学生就職支援の継続的な運営を重視して提案したが、より効果的な

留学生就職支援の実施には政府の取り組みのみならず、大学の主体的な就職支援サポート体制

の構築や、企業の留学生に対する意識の変革が不可欠である。将来的には、産学それぞれが自

主的に留学生支援に取り組む制度の普及が目指されるべきである。 
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 今後、留学生の就職率が改善されれば、分析で示したように元留学生の高度人材増加によっ

て日本経済にプラスの効果がもたらされるだけではなく、日本企業における外国人雇用の制度

も十分に発達していくだろう。本政策課題の解決によって高度人材が日本を住みやすい国とし

て選択するようになる。更に、不足している労働力の供給を外国人材に求めるのであれば、日

本も彼らにとって住みよい社会を作り上げていかなければならない。その達成には、社会的・

文化的要因などを解決する必要があるが、まずは生活の基盤である就職から彼らの生活を支え、

今後、医療や教育など生活環境の整備に取り組んでいくことが望ましい。 
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Appendix 1 : 経済・財政効果計算式 
 

 Appendix 1 では、各種税収入、社会保険料収入の計算式について記載する。 

 

1 - 1 経済波及効果推計の方法 

 経済波及効果については、元留学生高度人材による生産活動への影響額の推計結果から、産

業連関分析により日本国内の全産業を対象とした付加価値影響額、雇用者所得影響額等を算定

することにより把握した。 

 生産活動への影響額の推計は、「元留学生高度人材に支払われる給与額等の所得額は、それ

に見合う生産額、付加価値額から得られていることを意味するものである」との仮説に基づい

て以下の手順で推計を行った。 

 

【推計の手順】 

( 1 ) 既存の統計資料をもとに、「元留学生高度人材の所得額」を推計 

・「外国人雇用状況の届出状況」、「登録外国人統計」、「国勢調査」から、産業別年齢階層別

の人数を推計 

・「賃金構造基本統計調査」から産業別年齢階層別の年間給与等を設定 

・全体を合計して元留学生高度人材の所得額(総額)を推計 

( 2 ) 既存の統計資料から、生産額、付加価値額及び雇用者所得額の関係性を整理 

・「産業連関表」の生産額と付加価値額、雇用者所得額の比率を算定 

・計算は次式による 

 労働分配率=雇用者所得額/粗付加価値額 

 付加価値率=粗付加価値額/国内生産額 

( 3 ) これらの結果をもとに「元留学生高度人材の所得額」から「元留学生高度人材による生産

額」を推計 

・生産額は以下計算式による 

 生産額=所得額/(労働分配率×付加価値率) 

( 4 ) 「元留学生高度人材による生産額」から産業連関分析により付加価値影響額等を算定 

・産業連関分析では、「高度人材の生産額」を直接影響額として与えた 
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・直接影響(高度人材の生産活動)による関連産業の生産影響を第一次間接影響、直接影響と第一

次間接影響の対象となる生産者の所得が消費に向かうことによる効果を第二次間接影響として整

理 

( 5 ) 雇用影響は産業別一人当たり生産額から算定 

・「産業連関表」の生産額と雇用者数から雇用者一人当たり生産額を算定 

・第一次間接影響及び第二次間接影響の生産額と雇用者一人当たり生産額から雇用影響数を算定 

・計算は次式による 

 雇用者一人当たり生産額=生産額/雇用者数(各産業別) 

 ※雇用者数は雇用表の「有給役員・雇用者」を適用 

 雇用影響数=(第一次間接影響生産額+第二次間接影響生産額)/雇用者一人当たり生産額 

         =所得額/(雇用者所得額/粗付加価値額)×(粗付加価値額/国内生産額) 

 

1 - 2 財政波及効果推計の方法 

 財政波及効果については、元留学生高度人材の所得額をもとにした、税収及び社会保険料収

入を対象とした。 

 税収については、所得税と住民税については年間所得に各税額計算方法(税率)により算定し、

消費税については年間所得から消費に向けられる額に対して消費税率を適用して算定した。 

 また、社会保険料については、年金保険料、健康保険料、雇用保険料について、保険料率・

負担率を用いて算定した。 

 

【推計の手順】 

( 1 ) 既存の統計資料をもとに「元留学生高度人材の所得額」、「元留学生高度人材の人数」を

推計 

・経済波及効果推計に用いた所得額及び人数(家族を含む)を適用 

( 2 ) 所得額に税率、保険料率・負担率を適用して納税額、保険料納付額を推計 

・平均所得(一人当たり)から各種控除後、税率により平均納税額を算定 

 平均所得=給与所得総額/高度人材の人数 
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 課税所得額=平均所得-給与所得控除-配偶者・扶養控除-基礎控除 

 平均納税額=課税所得額×所定税率 

 ※納税総額=平均納税額×高度人材の人数 

・社会保険料納付額は、平均所得 (一人当たり) に対する保険料率により算定 

 平均社会保険料納付額=平均所得×保険料率 

 ※社会保険料納付総額=平均社会保険料納付額×高度人材の人数 

( 3 )  消費税は、所得額に平均消費性向を乗じて消費額を推計し、税率 5%により算定 

・以下算定式による 

 平均消費性向=平均消費支出/実収入 (「家計調査年報」の勤労者世帯の値を適用)  

 消費税納税額=給与所得総額×平均消費性向× 5% 

 

1 - 3 行政コスト推計の方法 

 行政コストについては以下の 2 面から捉えた。 

• 外国人が一市民として生活していく上で必要となるコスト  

• 外国人として生活していくにあたり特別に必要となるコスト  

 このうち、前者は、元留学生高度人材が生活していく上で必要となる行政サービスは一般的

な日本国民が通常受けるサービスと同程度のものであると仮定し、自治体の人件費、扶助費の

歳出実績値から市民一人当たりの額を算定のうえ、元留学生高度人材本人及びその家族の人数

を乗じることで算定した。 

 また、後者の「外国人として生活していくにあたり特別に必要となるコスト」については、

元留学生高度人材の家族への日本語習得に対する支援など、外国からの人材受け入れれに際し

ての情報提供や教育支援等の特別な措置に関するコストを対象とした。 

 

【推計手順】 

( 1 ) 「外国人が一市民として生活していく上で必要となるコスト」は、自治体の歳出実績額か

ら国民一人当たりの行政コストを算定し、「高度人材の人数」から必要コストを推計 

・高度人材の人数は、経済波及効果推計に用いた人数(家族を含む)を適用 

・国民一人当たりの行政コストは「機関費、地方財政費、社会保障関係費」と「教育費」を対象
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とした 

( 2 ) 「外国人として生活していくにあたり特別に必要となるコスト」は、先行研究に用いられ

ている数値を、GDPデフレーターで物価調節のうえ適用し、全体額を推計 

 

 

Appendix 2: 米国 CFO モデル 
 

 Appendix 2 では、政策提言を理解するにあたり重要である米国 CFO モデルについて議論する。 

 

 CFO とは、最高財務責任者27の略称であり、その名の通り財務管理に対する責任と権限が与

えられている役職である。日本では一般的に企業で用いられる職であるが、米英国では政府部

門の効率化を目指し、財務会計責任を明確に定義し遂行する仕組みが導入されている。 

 財務・会計責任（以下、アカウンタビリティ）とは、いわゆる財務会計の内容、遂行状況に

ついての説明責任であり、予算・会計・評価システムによって提供される。米国の公的部門に

おけるアカウンタビリティは、情報提供責任を担う施策管理者、彼らの監視を行いその情報提

供をする各省庁のトップ、優先政策課題の意思決定を行なう議会、また政策の効率運営の保証

を求める市民の 4 つの主体者から構成されている28。運用体制は以下の通りである。 

 

 

                                                
27

 Chief Financial Officer の略称。 
28 米国と英国において主に 5 つの段階を踏みながら発達してきた。第 1 に決められた予算を適切に使う法律

遵守の段階、第 2 にその予算規模が大きくなるにつれ計画・配分・管理を行なう段階、第 3 ,第 4 に業務を遂

行しながらその有効性を検証し、効率化をはかる段階、最後に財務情報に基づき政策判断を下す段階である。 
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図 1 :CFOモデル 

【出所】筆者作成 

 

 CFO の担う役割は長官と OMB への報告を中心とした業績活動監督であり、各省庁の財務シス

テムの構築・業績評価・コスト反映のための修正提案等を行なっている。また監察官の役割に

は、当該機関の効率性向上を目的とした監査の指揮監督や省長と議会への報告義務等がある。

これらの職能を留学生支援ネットワークが果たすことにより、以下のアカウンタビリティの段

階のうち施策管理者から省庁トップへの報告システムを構築することが出来る。 
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図 2 ：アカウンタビリティの段階図 

【出所】筆者作成 

 

アカウンタビリティは予算・管理・評価システムから成り、その評価システムは 1993 年米国

で施行された GPRA を参考にする。GPRA は、計画から報告まで一連の経営管理プロセスにおけ

る、連邦政府の業績管理フレームワークを示した法律である。政策の目標設定とその実績測定

を通じ、国民に対して政策有効性の信頼を獲得することを目的としている。 

 GPRA は、戦略計画・業績計画・業績報告の 3 つの報告書から成る。戦略計画では省庁のミ

ッションの明記、目標と目的の設定、予定される予算が示される。業績計画では、達成すべき

業績目標値と成果を測定する業績指標が設定される。また業績報告では、業績目標値と実績値

を比較し、達成されなかった場合はその理由と達成するまでの新たな計画が明記される。この

ように、最終的には国民への説明責任を果たし、政策運営の効率化に取り組むインセンティブ

が生まれるフレームワークが取り入れられている。 

 本論で議論した通り、米国 CFO モデルのように最大限効果を発揮するためには、CFO 協議会

の設置を含め全省庁で政策運営効率化に取り組まねばならない。しかし、本稿が提示したよう

に留学生支援ネットワークに CFO 職能を据えることは、今後また必要な政策が廃止されてしま

うことのないよう、自浄作用を高める一助となるであろう。まずは政策単位でパイロットとし

て CFO 職能を担うことにより、アカウンタビリティの初期段階をクリアし、効率性を追求する

政策運営が日本でも開始されることを切に願う。 
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